
様式第一号

法人名　　医療法人医仁会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　愛知県丹羽郡大口町新宮一丁目129番地　　　　　　

　

（単位：千円）

 １ 有 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

 ３ そ の 他 の 資 産

資　産　合　計 負債・純資産合計

2,071,272

6,010,360

2,880

Ⅰ　出　資　金

保 証 金

Ⅱ　積　立　金

334,495

126,481

保 険 積 立 金

そ の 他 の 固 定 資 産

純 資 産 合 計

32,068

7,398

6,010,360

繰 越 利 益 積 立 金

借 地 権

負　債　合　計

106,946

40,760

ソ フ ト ウ ェ ア

純 資 産 の 部

科　　　目 金　　　額

63,306

車 両

長 期 借 入 金

土 地

退 職 給 付 引 当 金

18,235

200,386

そ の 他 の 固 定 負 債

48,013

建 物 そ の 他 の 流 動 負 債

構 築 物

1,741,990

51,532

医 療 用 器 械 備 品

そ の 他 の 器 械 備 品

Ⅱ　固　定　負　債

103,327

208,073

前 受 金

預 り 金

△ 9,448

Ⅱ　固　定　資　産

前 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

2,812,997

2,371,556

未 払 消 費 税 等

92,542

10,527

現 金 及 び 預 金 買 掛 金1,436,271

3,197,363

事 業 未 収 金

未 払 金た な 卸 資 産

未 払 費 用

1,565,740

101,730

1年以内に返済予定の長期借入金

貸 倒 引 当 金

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

Ⅰ　流　動　資　産 Ⅰ　流　動　負　債

そ の 他 の 流 動 資 産

219,800

長 期 前 払 費 用 168,548

医療法人番号

2,035,472

126,982

40,833

35,800

2,035,472

3,939,088

171,177

62

2,214,655

2,046,840

353,572

1,724,433

589,616

209,833

103,912

2,480

754

73,228

貸   借   対   照   表

（令和5年3月31日現在）



様式第二号

法人名　　医療法人医仁会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　愛知県丹羽郡大口町新宮一丁目129番地　　　　　　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

(２)本　　部　　費

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

医療法人番号

損 益 計 算 書

（自　令和4年4月1日　　　至　令和5年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

8,000,558

6,389,261

839,283 7,228,544

本 来 業 務 事 業 利 益 772,014

1,001,138

1,001,767

事 業 利 益 771,385

附 帯 業 務 事 業 損 失  629

その他の事業外費用 13,680 33,984

受 取 利 息 19

その他の事業外収益 -                                 19

支 払 利 息 20,303

737,420

固 定 資 産 売 却 益 -

経 常 利 益

218

税 引 前 当 期 純 利 益 737,616

そ の 他 の 特 別 損 失 23 23

固 定 資 産 除 却 損 0

そ の 他 の 特 別 利 益 218

当 期 純 利 益 532,982

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 204,634



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 

 
1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 
最終仕入原価法 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法によっております。但し、平成10年4月以降に取得した建物、平成28年4月以降に取

得した附属設備・構築物については、定額法を採用しております。 
(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 
 

3. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法における貸倒引当金
の繰入限度額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担

すべき額を計上しております。 
(3) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務を簡便法(退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法)により計算し、計上しております。 

 
4. 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理によっております。 
 

5. 基本財産の増減及びその残高 
 前期末残高（千円） 当期増加額（千円） 当期減少額（千円） 当期末残高（千円） 

土地 200,386  -  -  200,386  
建物 1,713,160  -  72,951  1,640,209  

合計 1,913,546  -    72,951 1,840,595  

 
6. 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 

科目 リース料総額（千円） 未経過リース料（千円） 
医療用器械備品 660,254     316,607  
その他の器械備品 253,907  225,899  
   

 914,161   542,506  
 

7. 担保に供されている資産に関する事項 
【担保に供している資産】 

科目 金額（千円） 
土地 181,300     
建物 1,733,674 
構築物 51,532 
借地権 40,760 
保証金 30,000 

計 2,037,265   



 
 
【担保に係る債務】 

科目 金額（千円） 
未払金  319,189 
1年以内返済予定の長期借入金   190,008 
長期借入金 1,266,640 

計 1,775,837   
 

 

 


